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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、

記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、対象となる関連会社がないため記載を省略しております。 

  

２ 【事業の内容】 

当第１四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。 

 また、関係会社についても異動はありません。 

回次 
第83期 

第１四半期 
累計期間 

第84期 
第１四半期 
累計期間 

第83期 

会計期間 
自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成28年４月１日 
至 平成28年６月30日 

自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日

売上高 (千円) 830,169 792,989 5,424,700 

経常利益 (千円) 20,644 116 504,060 

四半期(当期)純利益 (千円) 17,046 76 319,279 

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ― 

資本金 (千円) 1,440,000 1,440,000 1,440,000 

発行済株式総数 (株) 17,180,000 17,180,000 17,180,000 

純資産額 (千円) 5,343,409 5,537,142 5,638,496 

総資産額 (千円) 7,359,000 7,559,709 8,260,108 

１株当たり四半期(当期)純利益金
額 

(円) 1.03 0.00 19.28 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) ― ― 6.00 

自己資本比率 (％) 72.6 73.2 68.3 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第１四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資

者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリス

ク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、円高による輸出採算の悪化、インバウンド需要の減速、国内消費

の弱含みによる非製造業の伸び悩みなどにより、全体的に企業の景況感が悪化するなど、力強さを欠く状況となっ

ています。本年6月におけるイギリスの国民投票でEU離脱派が勝利したことにより急速な円高・株安が進行し、世界

経済の先行きに対する不透明感も高まっています。また、設備投資についても、年初からの不確実性の高まりによ

り、企業の投資姿勢が慎重化する可能性があります。 

このような状況下、当第１四半期累計期間における業績は、受注環境が前年度と比し、厳しいものとなっている

ことから、売上高は伸び悩み、前年同期比4.5％減の792百万円となりました。売上総利益は前述の売上高減少の影

響を受け、前年同期比6.4％減の215百万円となりました。売上総利益の減少に加え、販売費及び一般管理費が前年

同期比５百万円増加したことにより、営業損失が２百万円（前年同期は営業利益17百万円）となり、経常利益は前

年同期比99.4％減の０百万円、四半期純利益は前年同期比99.6％減の０百万円となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

当第１四半期会計期間の総資産は、7,559百万円で前事業年度に比べ700百万円減少しました。この主な要因は、

仕掛品の増加113百万円があったものの、売掛金の減少607百万円並びに現金及び預金の減少209百万円があったこと

によります。  

当第１四半期会計期間の負債は、2,022百万円で前事業年度に比べ599百万円減少しました。この主な要因は、支

払手形の減少443百万円及び未払法人税等の減少136百万円があったことによります。 

当第１四半期会計期間の純資産は、5,537百万円で前事業年度に比べ101百万円減少しました。この主な要因は、

剰余金の配当99百万円があったことなどにより、利益剰余金が99百万円減少したことによります。  

以上の結果、自己資本比率は73.2％となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第１四半期累計期間の研究開発費の総額は11百万円であります。 

なお、当第１四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

   該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

   該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

  

(6) 【大株主の状況】 

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 36,000,000 

計 36,000,000 
 

種類 
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成28年６月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年８月10日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 17,180,000 17,180,000 
東京証券取引所 
市場第二部 

権利内容に何ら限定のない
当社における標準となる株
式であり、単元株式数は
1,000株であります。 

計 17,180,000 17,180,000 ― ― 
 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高 
(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年４月１日～ 
平成28年６月30日 

― 17,180 ― 1,440 ― 1,203 
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(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、直前

の基準日(平成28年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成28年３月31日現在 

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式143株が含まれております。  

  

② 【自己株式等】 

平成28年３月31日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 620,000
 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

16,461,000 
16,461 ― 

単元未満株式 普通株式 99,000
 

― ― 

発行済株式総数 17,180,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 16,461 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数に
対する所有株式数

の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社加地テック 

大阪府堺市美原区菩提６番地 620,000 ― 620,000 3.61 

計 ― 620,000 ― 620,000 3.61 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成28年４月１日から平成28年

６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

３．四半期連結財務諸表について 

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成28年６月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 956,515 746,866 

    受取手形 510,164 493,085 

    売掛金 2,234,860 1,627,680 

    製品 17,981 26,301 

    仕掛品 882,557 996,503 

    原材料及び貯蔵品 292,701 314,178 

    預け金 2,100,000 2,100,000 

    その他 127,556 131,106 

    貸倒引当金 △22,000 △16,990 

    流動資産合計 7,100,337 6,418,733 

  固定資産     

    有形固定資産 794,496 784,676 

    無形固定資産 103,376 96,867 

    投資その他の資産     

      その他 262,447 259,981 

      貸倒引当金 △550 △550 

      投資その他の資産合計 261,897 259,431 

    固定資産合計 1,159,770 1,140,975 

  資産合計 8,260,108 7,559,709 

負債の部     

  流動負債     

    支払手形 894,818 451,359 

    買掛金 175,027 157,889 

    短期借入金 200,000 200,000 

    未払法人税等 141,345 4,773 

    前受金 58,499 62,589 

    賞与引当金 137,935 67,682 

    受注損失引当金 51,600 51,800 

    その他 234,562 315,557 

    流動負債合計 1,893,787 1,311,651 

  固定負債     

    退職給付引当金 619,451 610,715 

    役員退職慰労引当金 98,372 - 

    その他 10,000 100,200 

    固定負債合計 727,823 710,915 

  負債合計 2,621,611 2,022,566 
 

― 7 ―



  

  

 

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成28年６月30日) 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 1,440,000 1,440,000 

    資本剰余金 1,203,008 1,203,008 

    利益剰余金 3,097,303 2,998,020 

    自己株式 △106,638 △106,638 

    株主資本合計 5,633,673 5,534,390 

  評価・換算差額等     

    その他有価証券評価差額金 4,886 3,581 

    繰延ヘッジ損益 △64 △829 

    評価・換算差額等合計 4,822 2,752 

  純資産合計 5,638,496 5,537,142 

負債純資産合計 8,260,108 7,559,709 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第１四半期累計期間】 

                      (単位：千円) 

                    前第１四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年６月30日) 

売上高 830,169 792,989 

売上原価 599,303 577,014 

売上総利益 230,865 215,975 

販売費及び一般管理費 213,148 218,292 

営業利益又は営業損失（△） 17,716 △2,316 

営業外収益     

  受取利息 1,844 1,392 

  その他 1,500 1,568 

  営業外収益合計 3,345 2,960 

営業外費用     

  支払利息 381 329 

  固定資産除却損 36 43 

  為替差損 - 154 

  その他 0 0 

  営業外費用合計 417 527 

経常利益 20,644 116 

税引前四半期純利益 20,644 116 

法人税等 3,598 40 

四半期純利益 17,046 76 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

該当事項はありません。 

  

(会計方針の変更等) 

  

  

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

  

  

(追加情報) 

  

  
(四半期貸借対照表関係) 

該当事項はありません。 

  
(四半期損益計算書関係) 

該当事項はありません。 

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。 

  

当第１四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日) 

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」(実務

対応報告第32号 平成28年６月17日)を当第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得する建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当第１四半期累計期間において、四半期財務諸表への影響額はありません。 
 

当第１四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日) 

(税金費用の計算) 

 税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 
 

当第１四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日) 

(役員退職慰労金制度の廃止) 

当社は従来、役員の退職金の支出に備えて、役員退職慰労金内規に基づく要支給額を役員退職慰労引当金

として計上しておりましたが、平成28年６月28日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の廃止

に伴う打ち切り支給が決議されました。これに伴い、「役員退職慰労引当金」を取り崩し、打ち切り支給額

の未払金90,200千円については、固定負債の「その他」に含めて表示しております。 
 

  
前第１四半期累計期間 

(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

減価償却費 25,019千円 24,832千円 
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(株主資本等関係) 

Ⅰ  前第１四半期累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日) 

  

1．配当金支払額 

  

2．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の 

  

該当事項はありません。 

  

Ⅱ  当第１四半期累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日) 

  

1．配当金支払額 

  

2．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後となるも

の 

  

該当事項はありません。 

  

(金融商品関係) 

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(有価証券関係) 

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

四半期財務諸表等規則第10条の２の規定に基づき、注記を省略しております。 

  

(持分法損益等) 

該当事項はありません。  

  

(企業結合等関係) 

該当事項はありません。 

 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成27年５月22日
定例取締役会 

普通株式 利益剰余金 33,126 2.00 平成27年３月31日 平成27年６月26日
 

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成28年５月20日
定例取締役会 

普通株式 利益剰余金 99,359 6.00 平成28年３月31日 平成28年６月29日
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年６月30日) 

当社は「圧縮機事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  
Ⅱ  当第１四半期累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年６月30日) 

当社は「圧縮機事業」の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

  

(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(注)  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

  
(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

  
２ 【その他】 

該当事項はありません。 

項目 
前第１四半期累計期間 

(自  平成27年４月１日 
至  平成27年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年６月30日) 

１株当たり四半期純利益金額 1円03銭 0 円00銭 

(算定上の基礎)     

四半期純利益金額(千円) 17,046 76 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 17,046 76 

普通株式の期中平均株式数(株) 16,563,348 16,559,857 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書 
  

平成28年８月10日

株式会社加地テック 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社加地テ

ックの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第84期事業年度の第１四半期会計期間(平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社加地テックの平成28年６月30日現在の財政状態及び同日をもって

終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 
  

有限責任 あずさ監査法人 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  宮 本  敬 久   印 
 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  前 田  俊 之   印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 近畿財務局長 

【提出日】 平成28年８月10日 

【会社名】 株式会社加地テック 

【英訳名】 KAJI TECHNOLOGY CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  中 澤  敬 

【最高財務責任者の役職氏名】        ― 

【本店の所在の場所】 大阪府堺市美原区菩提６番地 

【縦覧に供する場所】 株式会社加地テック東京支社 

  (東京都新宿区西早稲田二丁目20番15号高田馬場アクセス） 

  株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長 中澤 敬 は、当社の第84期第１四半期(自 平成28年４月1日 至 平成28年６月30日)の四半

期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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